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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第49期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

ジャパンシステム株式会社

法令及び当社定款の定めに基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.japan-systems.co.jp/ir）に掲載することにより、株主の皆さま
に提供しているものであります。

表紙
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　１社
・連結子会社の名称　　　　　　　　株式会社ネットカムシステムズ

②非連結子会社の状況
該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ、その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定しております。）。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ、たな卸資産

・商品及び製品　　　　　　　　　総平均法による原価法を採用しております（貸借対照表価額につ
いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定してお
ります。）。

・仕掛品　　　　　　　　　　　　個別法による原価法を採用しております（貸借対照表価額につい
ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており
ます。）。
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②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ、有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、賃貸資産、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物
附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
賃貸資産　　　　　　４～５年
建物　　　　　　　　８～15年
工具器具及び備品　　４～20年

ロ、無形固定資産（リース資産を除く）
・賃貸ソフトウエア　　　　　　　　定額法を採用しております。主な耐用年数は３年～６年でありま

す。
・市場販売目的のソフトウエア　　　見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づ

く均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却する方法を採
用しております。

・自社利用のソフトウエア　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

③重要な引当金の計上基準
イ、貸倒引当金　　　　　　　　　　売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ、賞与引当金　　　　　　　　　　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負
担額を計上しております。

ハ、受注損失引当金　　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末にお
いて将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積る
ことが可能なものについて、翌連結会計年度以降の損失見込額を
引当計上しております。

④その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ、受注制作のソフトウエア開発に関する収益及び費用の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら
れる受注契約については、工事進行基準を適用しております（ソ
フトウエア開発の進捗率の見積りは原価比例法を適用しておりま
す。）。
その他の受注契約については、工事完成基準を適用しております。
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ロ、消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
ハ、のれんの償却方法及び期間　　　のれんの償却方法については、10年間の均等償却を行っており

ます。
（表示方法の変更）
(連結貸借対照表）

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「前受金」は、金額的
重要性が増したため当連結会計年度より区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「前受金」は199,622千円であります。

（追加情報）
(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３
月28日）を当連結会計年度から適用しております。

２．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 258,157千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度 末
の 株 式 数

普 通 株 式 26,051,832株 －株 －株 26,051,832株

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度 末
の 株 式 数

普 通 株 式 15,784株 －株 －株 15,784株
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⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年２月14日
取 締 役 会 普通株式 65,090 2.5 平成28年12月31日 平成29年３月16日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年２月14日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 78,108 3.0 平成29年12月31日 平成30年３月15日

⑷　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金計画に基づき、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。資金運用に

ついては、合理的な理由がある場合を除いて、原則として安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引
は行わない方針であります。
②金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、その他有価証券に区分される株式で、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヵ月以内の支払期日であります。これらは、流動性リスク

に晒されております。
短期借入金及び長期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、金利の変動リスクに晒されており

ます。
③金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理

営業債権につきましては、与信管理規程に基づき、担当部門において主要な取引先の状況を定期的にモ
ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。
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・市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、
手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成29年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

連結貸借対照表
計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円）

⑴　現金及び預金 3,179,963 3,179,963 －

⑵　受取手形及び売掛金 1,268,421 1,268,416 △5

⑶　投資有価証券 197,557 197,557 －

⑷　買掛金 350,778 350,778 －

⑸　短期借入金 150,000 150,000 －

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
⑴　現金及び預金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

⑵　受取手形及び売掛金
時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを

加味した利率により割り引いた現在価値により算定しております。
⑶　投資有価証券

時価については取引所の価格によっております。
⑷　買掛金、⑸　短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額650千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを
見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑶　投資有価証券」
には含めておりません。
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５．減損損失に関する注記
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

長野県茅野市 遊休資産 土地
当社グループは、管理会計上の事業部及び営業所等の単位でグルーピングを行っており、遊休資産につい

ては個別資産ごとにグルーピングを行っております。
当連結会計年度において、長野県茅野市の遊休資産の土地については、回収可能額が帳簿価額を下回るこ

ととなったため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失（11,201千円）として特別損
失に計上しました。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額を基礎とし
て合理的な見積もりに基づいて算定しております。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 183円28銭
⑵　１株当たり当期純利益 10円45銭

７．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しております。）

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
②たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品　　　　　　　　　　総平均法による原価法を採用しております。
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定しております。）

・仕掛品　　　　　　　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定しております。）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）　定率法を採用しております。

ただし、賃貸資産、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物
附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
賃貸資産　　　　　　４～５年
建物　　　　　　　　８～15年
工具器具及び備品　　４～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）
・賃貸ソフトウエア　　　　　　　　定額法を採用しております。主な耐用年数は３年～６年でありま

す。
・市場販売目的のソフトウエア　　　見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づ

く均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却する方法を採
用しております。

・自社利用のソフトウエア　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。
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⑶　引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　　　　売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　　　　　　　　　　　　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額
を計上しております。

③受注損失引当金　　　　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において
将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ること
が可能なものについて、翌事業年度以降の損失見込額を引当計上
しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア開発に関する収益及び費用の計上基準
①当事業年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認め
られる受注契約

工事進行基準を適用しております。（ソフトウエア開発の進捗率
の見積りは原価比例法を適用しております｡）

②その他の受注契約　　　　　　　　　工事完成基準を適用しております。
⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（追加情報）
(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月
28日）を当事業年度から適用しております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 247,766千円
⑵　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 500千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高 10,975千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 15,784株 －株 －株 15,784株

５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
固定資産評価損 33,919千円
有価証券評価損 6,973千円
減価償却超過額 39,576千円
資産除去債務 18,465千円
賞与引当金 18,153千円
会員権評価損 7,577千円
未払事業税 11,813千円
受注損失引当金 328千円
貸倒引当金 6,416千円
その他 8,105千円

繰延税金資産小計 151,330千円
評価性引当額 △54,854千円

繰延税金資産合計 96,475千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △3,148千円
その他有価証券評価差額金 △24,087千円

繰延税金負債合計 △27,235千円
繰延税金資産の純額 69,239千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
⑴　関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等
の 所 有
(被 所 有 )
割 合 (％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

子 会 社 ㈱ ﾈ ｯ ﾄ ｶ ﾑ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｽ ﾞ 所有
直接100 役員の兼任

商品等の仕
入
（注)1,2

10,975 買掛金 ー

⑵　兄弟会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等
の 所 有
(被 所 有 )
割 合 (％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

親 会 社 の
子 会 社 ㈱日本ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞｻｰﾋﾞｽ －

役員の派遣
ｿﾌﾄｳｴｱの開発受託
等

ｿﾌﾄｳｴｱの開
発受託等
(注)1,2

405,426 売掛金 128,820

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定

しております。
２．取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 181円82銭
⑵　１株当たり当期純利益 8円77銭

８．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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